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世界経済の停滞と自由貿易体制＊
渡　部福太郎
第1－1表先進工業国の実質経済成長率
1．先進工業国における
　　　　　　　　　　破行的経済拡大
（1）
　世界経済は長期にわたり停滞をつづけてき
たが，1983年にはいってから全体としてはな
お低迷のなかにあるが，破行的にその底から
浮上しはじめた。もちろん，その浮上におけ
る中心は先進工業国であり，なかでもアメリ
カの景気拡大は著しく，1970年代における平
均水準をはるかにこえるものとなっている。
1984年にもひきっづきアメリカの経済活動水
準はかなりのテンポで上昇しており，カナダ
や日本もそれに牽引されて，その経済活動水
準を着実に上昇させてきた。それはまた，低
水準の開発途上国や中進的な開発途上国（新
興工業国）の経済活動水準の上昇にたいして
も有利な影響をあたえてきた。
　先進工業国の景気拡大とその持続は世界経
済の成長と安定にとって決定的に必要な前提
条件である。その視点からみて問題なのは西
ヨーロッパ諸国の経済活動の上昇がアメリカ
には遠くおよばないし，日本ほどにもなって
いないことである。つぎの第1－1表にみら
れるごとく，イギリス，フランス，西ドイッ
など，いずれも実質国民総生産の成長率は低
い水準にとどまっており，1984年において
も，わずかに1983年の成長率を上回っている
にしかすぎない。失業率にいたっては，1984
年にはかえって上昇しており，失業者数は増
大していることは，第1－2表および第1－
3表にみるとおりである。
　もちろん，西ヨーロッパ経済がこれからど
うなるかは，各国のこれからの経済政策によ
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って影響されようし，また，西ヨーロッパ諸
国の国内事情や国際環境によっても影響され
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よう。中東情勢や東西対立の展開，第3世界
2
の債務返済問題，アメリカ経済の動向，第3
次オイル・ショックの可能性，日本の輸出増
加のテンポ，国際為替市場の動きなどいずれ
も問題であろう。西ヨーロッパ内について
は，賃金や物価の動向である。国内の税制や
企業収益とからんで，それは投資を左右す
る。もちろん，対外収支や輸出・輸入の動き
は直接間接に景気に影響するし，消費者の支
出行動も技術進歩も同様である。
　これらのなかでも西ヨーロッパ各国の政策
はとくに景気の動きと直接にからむ。もちろ
ん，経済というのは政府の政策によって自由
に動かせるようなものではないが，政策がま
ずければ経済状況の悪化は確実である。たと
えば，イギリスではサッチャー政権の登場に
より，その政策は労働党政権の政策と大きく
変った。
　それは，強い総需要抑制政策によってイン
フレーションを抑制すると同時に，企業。労
働双方における民間活力を刺激して生産性を
上昇させ，いわゆるイギリス病からの脱却を
はかることであった。北海油田に助けられて
この政策はしだいに効果をあらわした。1970
年代を通し平均13％強の上昇を示した物価
は，第2次オイル・ショック後の1980年には
13％にも急騰したが，その後しだいに低下
し，1983年には4％台｝ζなり，1984年には1
％台になった。このインフレーションの鎮静
は明らかに総需要抑制政策の結果であった。
　イギリスと限らず，他の西ヨーロッパ諸国
も多くこの総需要抑制政策をとったが，第2
次オイル・ショック後におけるインフレーシ
ョンの進行を前にしてそれは当然の政策であ
った。各国におけるインフレーションの鎮静
はかなりの程度までその国の総需要抑制政策
の強さに依存していたことは確実である。
（2）
　イギリスの一群の政策は首相の名にちなん
でサッチャリズムと呼ばれたが，レーガノミ
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ックスはそのアメリカ版であった。イギリス
の場合，サッチャー政策への転換にあたって
政策をささえる「理論の交替」といった，き
らびやかな「演出」はなかったが，アメリカ
の場合にはかなり派手にその交替が演出され
た。基本路線ではイギリスの場合とそれほど
大幅な違いはなかった。1980年の13％台とい
う激しいインフレーションの抑制がともかく
政策の第1の目標であったし，民間活力をひ
きだすという考え方も，イギリスの場合と同
じであった。政策手段として，通貨供給量の
抑制に焦点がおかれたことや，税制や社会保
障関連の財政支出の見なおしなど，両国には
共通部分が多い。
　もちろん，政策をささえる「理論の転換」
をとくに軽くみるつもりはないが，かといっ
て，革命的転換があったともいえない。それ
は1930年代において，不況のさなかにありな
がら，均衡財政主義の理論にしたがったとき
と事情がことなる。
　当時，総需要政策の視点をまったく欠いた
財政政策は，税収不足による支出抑制を当然
とし，不況をさらに悪化させるという状況で
あった。そのとき，むしろ逆に財政赤字を拡大
すべきだと主張する政策と，それを支える理
論は「革命的」の名に値したが，それと現在の
状況と同じ次元で比較することはできない。
　レーガノミックスとよばれる一群の政策が
現実に実行してきたものは，インフレーショ
ンと失業の選択にあたって，前者の鎮静に優
先順位をあたえ，そのために強力に総需要を
抑制したことであった。政策手段として通貨
供給量を抑制したが，他方で財政支出を拡大
させたため，不況による税収の停滞とあいま
って財政赤字の大幅増大となった。
　社会保障関係の支出掬制という考えは，労
働刺激の増大と財政赤字の削減という目的に
あわせるものであったが，実際的には財政赤
字の削減が強い動機であったと思われる。財
政赤字が巨額にならなければ，そうした削減
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が姐上にのぼったかどうか疑わしいからであ
る。なお，付言すれば，この大幅な財政赤字
はそれ自体として総需要低下への歯止めとな
っていることは，1総需要政策の視点からは自
明のことである。
（3）
　投資促進のための減税や民間企業の活力を
ひきだすための政府規制の緩和など，供給サ
イドの政策は，別に革命的な理論の転換によ
るものではない。たとえば，産業政策を考え
ることもなかった国の人にとっては，産業政
策の採用は政策思考の一一大転換にみえるかも
しれないが，それに馴じんできた国の人にと
っては別にどうということはないのと同じ類
いのことである。
　マネタリズムの政策にしても同様である。
それが現実にやっていることは，インフレー
ション抑制のための金融引締めであり，それ
がもたらした高金利は，経済活動に不可欠な
流動性の確保を困難にし，実物的投資の期待
収益率を低下させたということである。高金
利で消費や投資が抑制され，民間要需が押え
られている以上，その分だけ景気の上昇が押
えられるのは当然である。
　これは従来の総需要政策の思考パターンの
枠内にあるものである。ただ，通貨供給量に
っいて適正パターンが想定されていることか
ら，金融通貨市場が短期の通貨供給量の動き
に鋭敏に反応し，近視的な予想行動に左右さ
れるようになっているが，これはたしかにマ
ネタリズムの帰結である。
　どう理屈づけようと，その経済活動が必要
とする通貨が供給されていなければ金利は上
昇するし，その逆であれば金利は低下する。
たとえそれに逆行する現象が生じてもそれは
っまるところ「泡末的現象」にしかすぎず，
泡末はわずかの間につぶれてしまう。
　通貨供給が抑制され高い金利が続いている
とき民間経済活動は本格的に活力をとりもど
せるのか一これが経済に生きる人びとの疑
念であろう。なぜならこれまでの歴史的経験
はその疑念を支持しているからである。しか
しながら，その疑念の表明にもかかわらず，
アメリカはたくましい経済拡大をつづけてき
た。
　イギリスとアメリカでの強いインフレーシ
ョンの抑制政策は，高い失業率と高い金利を
ともなって「成功」をおさめたが，国際的連
関を深めた先進諸国では，それに歩調を合せ
ないのは困難なことであった。何といって
も，この両国の実質国民総生産はサミット参
加七力国の実質国民総生産の合計額の45％を
しめている。
　この両国で金融引締め政策がつづくとき，
他の国が単独で景気の拡大政策にふみだすこ
とは難かしい。貿易赤字が出現して拡大政策
の足をひっぱるだけではない。国際通貨金融
市場の相互連関のもとでは一国だけが低金利
をとることは困難である。
　　　　　　　　　（4）
　西ヨーロッパ経済のアンカー的な位置にあ
った西ドイツでは物価上昇率も低く，対外収
支も黒字であり，充分に景気浮揚策をとりえ
たはずであるが，それを本格的には実行でき
なかった。その理由の1つがアメリカの高金
利であった。
　フランスではミッテラン政権の出現ととも
に，その初期の段階では，緊縮政策は拡大政
策へきりかわった。同時に，重要企業の国有
化政策がとられたが，後者ははじめの段階で
足踏み状態になり，前者の方はやがて挫折し
た。それは，フランスの貿易赤字が深刻とな
り，フランの下落に追い込まれ，とても景気
拡大策を維持できなかったからである。
　eフランスは再び引締政策へ逆もどりしてし
まった。イギリスが1982年にはいってから急
速にインフレーションを抑制させたのにたい
し，フランスの場合，1983年夏頃においても
4
なおインフレーションは9％台にとどまって
いた。それが3％台に下落したのは1984年に
はいってからである。
　フランスの労働者に有利な社会的分配をも
たらす諸施策（最低賃金引上げ，有給休暇増
大など）は，他の西ヨLロッパ諸国とは異な
った影響を企業にもたらした。それは企業収
益と労働生産性の一段の悪化であった。不況
がもたらす企業収益の圧迫と労働生産性の低
下にこれがつけ加わったのである。
　1960年代の福祉社会の建設という先進諸国
の高い目標は，オイル・ショック以後ひきお
ろさざるをえなくなったが，フランスはまさ
に高い経済成長があってこそ実現できるこの
目標を実現しようとしたかにみえた。
（5）
　こうした「福祉社会」という政策目標は総
需要政策をささえた理論と直接の関係をもっ
てはいない。しかし，完全雇用政策を押し進
めた考え方（政策上の価値判断）はこうした
福祉指向の政策と容易に結びつくものであ
る。従来の総需要政策にイギリスのサッチャ
リ，ズムやアメリカのレーガノミックスの政策
を対比させる見解は，右にのべたような結び
っきを念頭においてのことである。
　しかし，総需要政策をそのようにみること
は現実的視点からは妥当なものとはいえな
い。むしろ重要なことは，総需要拡大政策の
実行を抑制せざるをえなくしているものは何
かを明らかにし，それに対処することであろ
う。いいかえると，　「インフレーションの再
燃が高い失業率のなかで心配されている」と
いう状況が問題なのである。・
　マネタリストは高い失業率は賃金下落を招
くことで，投資を誘うことになるとみている
ようであるが，現実におこりそうにもない話
である。この状況がつづく限り，たえざる抑
制のなかの経済活動の上昇ということである
から，いわゆる好況の出現などを考える余地
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はなく，ぼどほどの景気上昇しかないことに
なる。
　との最後のととろは’i「なるぼ鵠そうか」
ということで無理に納縁してみても仕方のな
’いことであるδ財政赤字切拡大と適貨供給量
の抑制を共存させたり，、高金利で民間活動を
「押し出し」たり、一国際金融市場での金利格
差の麗乱を増大させだり，債務累積国をさら
に困窮におとしいれたり，という状況まで
が，こめほどほどの景気上昇に付随したもの
ということになると，この景気上昇の足どり
はおそろしく不安定としかいいよ．うがない。
・何とも説明できないために，「コン寧ラチ
ェフの波」を用いて60年周期の上昇期の到来
を待つのみという見方もあるが，確たる根拠
もなく，21世紀にはいると先進国経済は活性
化すると信じるわけにもい疹ないであろう。
　ただ，どのよケな条件があるにしセも，自
由市場体制をとる工業社会では経済活動が総
体として循環的性格をもつという点は否定す
ることができない。しかし，その経済活動の
循環的性格というのは「コンドラチェフの
波」ではない。かなり強い圧力によって自由
な経済の流れが押えられていても，企業や家
計の自由な活動が基礎となっている分権的経
済では，生産活動の循環をひきおこす力が経
済の底流のところで作動している。
（6）
　いま西ヨーロッパ経済にあろわれている景
気の上向きもそれの現われであるaそれを表
面に引き出すか，流れの底におくかは，それ
ぞれの国の政策のあり方に依存するであろ
う。もちろん，政策がすべてではない。とく
に景気拡大のときにはそうである。さらに次
の点がある。　　　　｛
　先進工業社会が’「豊かな社会」を実現して
から日も浅い。，しかしbその豊かさは先進工
業社会の動きを徐々に大きく変えつつある。
そのことは景気拡大の坤味や経済の活牲化の
5
現われ方と無関係ではない。政策が悪くなく
とも，この先進工業社会の構造変化のたあに
景気上昇がぼどほどにしか生じないかもしれ
ない。その構造変化は産業構成，技術進歩，
生活態様，価値感など広範な領域でおきてい
る6それらの変化が「コンドラチェフの波」、
と関連があるのかどうかは遠い先にいってみ
なければわからないであろう。
　すくなくとも，1984年にはアメリカ経済は
6％合で，掬本経済とカナダ経済は4％台で
成長するとみられているが；西ヨtv’ッパ経
済は2％台とみられているb世界経済が拡大
過程をたくましく進んでいくことになるかど
うかは断言しうる人はいない。アメリカ経済
がいつまで世界景気拡大の牽引車として先頭
を走っていぐごとができるかによるかもしれ
’ないが，もしそれが息切れすれば，それは単
に世界経済の停滞からの脱却を難しくするば
かりでなく，保護主義の動きに力をあたえる
ことになる。それでなくとも，アメリカは保
護主義的傾向を強めているのである。その意
味で自動車自主規制の延長問題は興味ある問
題である。　　　　　　　一
2．　自動車の輪出自主規制の延長問題
（1）
　アメリカ経済をはじめとする世界経済の拡
大が進めば，省動車をめぐるアメリカと日本
との間の激しい貿易摩擦は緩和され，日本の
輸出自主規制も不要となるであろう一とい
う見方，それは保護主義と経済停滞（不況）
との関連に着目した見方であった。
　それならば，アメリカのたくましい景気拡
大とともに自動車貿易は再び「自由競争の時
代」に戻るのだろうか。この問いに答えるに
1ま自動車貿易のこれまでの流れを検討してみ
なければならない。そもそもアメリカ向けの
自動車輸出が，問題になるほど大きく．増大し
たのは，1973年の第1次石油ショック以後の
ことである。1970年代中頃には，すでにイギ
リス向けの自動車輸出は自主規制の対象とな
っていたが，その頃，アメリカ市場における
小型車購入比率は大幅に上昇して50％をこ
え，小型車に強い日本からの自動車輸出は急
増している。その頃から日本車をめぐる貿易
摩擦がくすぶりはじめ，第2次石油ショック
後に，日本からの自動車輸出がさらに急増し
たことから，アメリカとの間の貿易摩擦は本
格的に火を噴きはじめたのである。
　どのような産業の場合にもあてはまること
であるが，国際競争市場において守勢に追い
こまれた場合，それを挽回することは容易で
ない。為替レートがよほど奇妙な動きを示す
とか，極端な貿易制限政策が採用されれば別
かもしれないが，一般的には，その産業が国
際市場において守勢にたつのは，技術面ある
いはコスト面において外国の産業に遅れをと
るからである。技術開発やコスト引下げにお
ける立ち遅れは，需要者のニーズの変化への
対応を遅らせてしまう。この技術開発やコス
ト切下げにいったん立ち遅れると，それを克
服するのは容易ではなく，しばらくは国際競
争において守勢にまわらざるをえなくなる。
　1970年代の中頃には，日本の自動車輸出の
急増をめぐり，アメリカでは一時はダンピン
グと騒がれたこともあったが，それはアメリ
カの自動車産業が第1次石油ショック後にお
ける市場状況の変化へ速やかic対応できず，
守勢にまわったことを示す出来事であった。
いいかえると，・1970年中頃の日本車の輸出急
増は，その後における両国の自動車摩擦の激
化の前兆だったのである。
（2）
　日本の自動車産業は，他のいくつかの重要
産業と同じように，廃城のなかから劇的な復
興と世界進出をなしとげた逞しい産業の一っ
である。1955年にわずか2台の乗用車が輸出
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された。それから5年後に乗用車輸出は7000
台，10年後に10万台となり，15年後の1970年
には72万台となり，それからわずか5年後の
1975年には183万台となる。・アメリカやヨー
ロッパ諸国で物議をかもすことになった日本
車の輸出急増である。1980年にはいると，乗
用車輸出はさらに倍増して395万台となり，
バスとトラックを加えた四輪車輸出は600万
台近くに達する。
　日本の乗用車輸出の40％前後がアメリカ向
けであることから，この輸出増大は，アメリ
カの自動車産業に深刻な影響をあたえ，1980
年の春には約30万人の一時帰休者があらわれ
る。間もなく，それは構造的なものとみなさ
れたが，この失業問題は，自動車産業の基幹
産業的性格とあいまって，1980年代における
アメリカとの自動車摩擦を深刻な政治・社会
問題にした最大の要因の一つであった。アメ
リカの自動車労連とフォード社は，1980年6
月にアメリカ国際貿易委員会へ輸入救済措置
を申請したが，それはこのような状況にもと
ついてのことであった。
　客観的にみれば，第1次石油ショック以後
の自動車需要の構造変化に速やかに対応しな
かったことが，アメリカ輸出産業の不振の根
本原因であった。したがって，その点を問題
とせず，むしろ外に目をむけて日本車の輸入
急増にその原因を求めたのは，バランスを失
したやり方であった。
　約半年後の国際貿易委員会の審決は，アメ
リカ自動車産業へ打撃をもたらした基礎的要
因は別にあるとし，日本車による輸入被害を
認めなかった。しかしながら，アメリカ議会
は結局においてこの審決を承認せず，日本か
らの自動車輸入にたいし輸入枠を設定する法
案をもちだし，また他の自動車メーカーも輸
入救済要求に加わることになったのである。
　日本の自動車輸出の自主規制は1981年中頃
に実施されたが，この輸出自主規制は，この
ような深刻な対立状態のなかで決められたこ
世界経済の停滞と自由貿易体制（渡部）
とである。いいかえると，この決定は日本竃
がアメリカとの摩擦の進行に配慮した結果で
あったが，その実施までの過程は決して単純
なものではなかった。アメリカ政府は，議
会，自動車メーカー，自動車労働組合による
政治的圧力とマスコミの増幅作用を通しての
その圧力の社会化に配慮せざるをえなくな
り，日本の輸出自主規制を「期待」した。そ
して，日本政府はそうした状況のもとでの両
国関係の悪化が，他の外交的・経済的諸問題
へ波及することを懸念して，自動車の輸出自
主規制への「期待」に応じていくことにし
た。
　もちろん，日本の自動車メーカーは日本政
府の「要請」と自由貿易の原則との間の矛盾
に疑念を表明した。自由経済の信奉者である
フリードマンがその著書r政府からの自由』
において，　「輸出自主規制は欺隔的であり，
日本の自動車メーカーが政府からの強制なし
に率先してそれをおこなうべき理由はなかっ
た」という意味のことを述べている。しか
し，結局において，この「自主的ではない」
自主規制は実行に移された。
　1981年に実施された自動車の輸出自主規制
とは，このような過程をへて決められたもの
であった。そのことを確認しておくことは重
要である。なぜなら，たしかに日本車の輸出
は急増していたが，それは輸入救済措置の必
要性のないものであり，アメリカ自動車産業
の不振と失業増大の根本原因は，アメリカ自
動車産業自体のなかにあったからである。
（3）
　輸出自主規制は隠された課税である。関税
や消費税を引きあげ，自動車購入者の入手価
格を上昇させ，需要台数を輸入規制台数にひ
としくしたと同じことである。この隠された
増税の結果，販売価格がひきあげられるのは，
輸入車だけではない。国産車の販売価格もま
たそれに応じて引きあげられ，アメリカの自
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動車メーカーは利益を得ることができる。
　ある限度に輸出台数が押えられるとする
と，輸出国メーカーは輸出価格の引下げへの
強力なインセンティブを失なうかもしれな
い。アメリカの消費者はそれらの「コスト」
を背負うことになる。もちろん，それによっ
て，自動車産業における一時帰休の増加は，
自主規制がなかった場合に比較して揮えられ
るかもしれない。したがって，雇用が焦点に
なる場合，この輸出自主規制は，輸入国の自
動車メーカーの経営者と労働組合の双方によ
って歓迎され，あるいは要求されることにな
る。
　もっともこの失業（一時帰休）の増大が，
需要構造の変化に対する対応の遅れが原因で
あろうと，自動車輸入の急増が原因であろう
と，どちらでも同じことである。とにかく失
業増加は喰い止めねばならないのである。ア
メリカの国際貿易委員会が日本車の輸入被害
なしと判定しても，それとかかわりなく輸入
抑制（自主規制）の大合唱が議会を中心に展
開されたのはそのためである。
　アメリカへの自動車メーカーの工場進出が
歓迎されたのもそのためである。日本の自動
車メーカーがアメリカで自動車生産をおこな
うならば，一時帰休の労働者はその日本の自
動車メーカー・一一に雇用される。労働組合が日本
の自動車産業のアメリカ進出を求めたのは当
然であった。
　自動車産業は裾野の広い産業であるから，
関連部品産業の種類も数もきわめて多い。雇
用問題が中心にあることから，さらにもう1
つの方向へ事態は動いた。それは自動車の選
択的輸入制限をおこなうことである。その典
型的政策は，ある国からの自動車輸入が一定
基準をこえたときには，その輸出国の自動車
メーカーに一定率のアメリカ製部晶の使用を
義務づけ，もしそれが守られないときには，
その国からの自動車輪入を制限するという，
いわゆるd一カル・ゴンテント・ルールの適
用である。このような部品使用の義務づけの
ルールは，しばしば開発途上国によっ1て採用
されるものであるが，アメリカ議会は，この
ルールの法制化に積極的に動いてきた。
　1981年に実施された日本の輸出自主規制は
約2年間ということであり，その後は解除さ
れるはずであつたが，それは期限の1983年3
月から1年間延長された。しかし，そこで輸
出自主規制は終らず，1985年4月まで再延長
された。この自主規制をさらに延長するかど
うかが，早くも1984年中頃に問題となったが，
まだ解除か延長かの決着はついていない。
　これほど日本の自動車輸出の自主規制がっ
ついてくると，当然に間題になるのが，輸出
自主規制は競争制限的措置をアメリカ自動車
市場にビルト・インしたと同じことにならな
いのか，ということである。
（4）
　一度，輸出自主規制が実現されると，それ
はなかなか解除ざれないという点は，保護主
義的措置について一般的にいわれることであ
る。保護的措置によってかえって既得権益が
できてしまうからである。たとえば，繊維に
しても，鉄鋼にしても，日本からの輸出自主
規制が実施された後も，結局においてそれら
産業の利害状況は変らず，アメリカの両産業
に対する保護措置は形をかえていまな諮つづ
いている。
　繊維の場合には，すでに1962年から両国間
で綿製品をめぐる輸出取決めがおこなわれて
いたが，1969年には綿製品から合繊・毛製品
を含め，一拡大した形で繊維輸出の自主規制が
実施されることになり，さらに1974年には，
それが多角的繊維協定となり，現在におよん
でいる。　；　t／
　また，．鉄鋼の場合にも，1966年中頃からは
じまっ、た輸出自主規制は2度延長され，1978
年にはト，リガー価格制度の導入という形で規
制がおこなわれ，1982年には新トリガー価格
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制へ移行し，t現在におよんでいる。
　2国間協議による日本の自主規制は繊維の
ときには1974年までであり，それ以後は多角
的繊維協定の形をとり，アメリカへの繊維輸
出国は”’t－‘様にそれに包含されることになった
が，鉄鋼のときにも同じことであり，1978年
以前においては日本のアメリカ向け輸出の自
主規制は2国間協議で実行されていたが，
1978年のトリガー価格制以後は，日本も西ヨ
ーロッパ諸国も，アメリカへの鉄鋼輸出国と
してその制度の共通の対象となっている。
　このように，いろいろと形態は異なうてい
るが，一度導入された国内産業の保護措置と
いうのは，かなり長期にわたって継続するの
が現実である。保護をうけている産業はその
保護によって利益をうけているし，労働組合
もまた同様である。みずからのイニシャティ
ブで保護措置の撤廃を求めることは，まずあ
りえないことであり，むしろその長期存続を
求めるのが普通である。
　もっともありうる例外は，幼稚産業の保護
のケースである。幼稚産業が成長し，輸入代
替から輸出拡大へと，その産業の国際競争力
を増大させていくとき，保護措置は比較的ス
ムーズに撤廃される。自動車をはじめとし
て，日本のすぐれた輸出産業はすべてそうし
た方向をつき進んできた。
　しかし，既存の確立された産業が，受身の
立場にたって外国からの競争に対応しなけれ
ばならない場合に保護的措置が実行される
と，その保護的措置は半永久的になる危険性
をもっている。このような場合の保護的措置
はその産業にある既得権益を保証することに
なり易い。　」
　もちろん，’つねにそういう結果になるとい
うわけではないが，　「オールド・・インダスト
リー」にとっての保護的措置と生まれたばか
りの「インファン1ト・インダスト，リ…一」にと．
っての保護的措置とは，現実においてその機
能に大きい相違があるb前者への保護的措置
世界経済の停滞と自由貿易体制（渡部）
がその産業の再活性化をもたらし，．rヤング
・インダストリー」とすることに成功するか
どうか，それが保護的措置の評価の鍵をにぎ
るこどになる6
（5）
　B本の自動車輸出の自主規制が，アメリカ
の自動車産業の再活性化のための時間的ゆと
りをづくりだしたのであるから，あとはアメ
リカの自動車産業の問題となる。もし再活性
化が遅々として進まなければ，保護的措置に
よってえられた既得権益の確保に力をそそぐ
こととなりかねない。そうなれば，この輸出
自主規制解除の見通しがたたなくなり，アメ
リカでの現地生産問題との接点は増大するか
もしれない。
　しかしながら，これまでの状況をみると，
アメリカの自動車産業はあきらかに相当程度
まで立ちなおっている。自動車生産は上昇
し，販売台数も上昇している。1984年の第1
四半期における販売台数は1983年第1四半期
に比較して26．5％も上昇しており，中型車の
みならず，高価な車への需要も増大している
という♂
　アメリカの自動車産業が一時の沈滞から抜
け出し，活況を呈してきたことは間違いな
い。自動車産業の立ちなおりを反映して，ア
メリカの自動車メーカーの管理者層が大幅な
給与とボーナスの引き上げをおこない，アメ
リカ政府関係者を怒らせるなど，話題をひき
おこしたことは周知のところである。　　、
　こうした状況は当然にアメリカ自動車労働
組合の賃金引上げ要求を高めることになる。
すでにアメリカの自動車産業の賃金水準はア
メリカの製造工業の賃金水準をかなり上回っ
ている。労働生産性の上昇があるとしても，
自動車産業の賃金水準が製造工業平均をさ，ら
に上回る確率は高い。また，・中堅層の労働者
の労働意欲にいささか問題の兆しがあるとい
う。しかし，他方アメリカの自動車産業は生
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産工程などの省力化∴合理化をめざし，積極
的な投資を実行し，投資額は巨額である。こ
の点を考慮すると，すでに再活性化の過程を
予想以上に突き進んできているともいえる。
　確かに，官動車産業では，1982年から赤字
が消え純利益はプラkに転じた。しかもそれ
は急速に増大してきた。1980年には40億ドル
に達する大幅な赤字であったが，1981年には
その赤字が減少して5億となった。1982年に
はさらに改善されて5億ドルの黒字となり，
1983年にはその黒字は一挙に63億ドルへ増大
し，1984年にはそれがさらに110億ドルにな
るだろうと．予想されている。
　こうしてみるとJ“アメリカめ自動車産業あ
収益は，1981年の日本の輸出自主規制の実施
後において，大幅にしかも急速に改善してい
る。不振を脱却し，アメリカ自動車産業は生
産，販売，利潤の急増を満喫している状況に
ある。
（6）
　ここから当然にでてくる問題は，日本から
の自動車の輸出自主規制を1985年4月以降に
おいても継続するのは妥当かどうか，という
ことである。ごく常識的に考えてみるなら
ば，この状況のもとでは輸出の自主規制をっ
づける根拠はないということになる。　♂
　アメリカの景気は日本や西ヨーロッパ諸国
に比較して格段に良好である。しかもいまめ
ままで進んでいくかぎり，インフレーション
が「爆発」する可能性はほとんどなく，自動
車需要は上昇をつづけている。自主規制が解
除されてもあまり問題はなさそうにみえる。
　しかしtttアメリカの自動車労働組合は，こ
れまで抑制されてきた賃金引上げが充分に回
復されていないとし，この状態のもとで日本
の輸出自主規制をやめることには賛成してい
ない。規制がなくなるならば，日本からOア
メリカ向け自動車輸出Pt’再び急激に増大する
のではないか，乏恐れている。その点は学タ
リカの自動車メーカー側も同様であろう。も
しその急激な輸出増大があれば，アメリカの
自動車産業の利潤は減少し，賃金引上げも困
難になる。
　利潤は3年連続して大幅に増大してきた
が，これは輸出自主規制が不要になったこと
を意味しない，というわけである。このアメ
リカの業界と労働組合の懸念に対応するかの
ように，日本の与党筋から日本の自動車輸出
の自主規制を1985年4月以後もつづけるべき
であるという考えが表明され，思いがけない
衝撃波をひきおこした。それまでは，アメリ
カ政府はこの自主規制をさらに延長すべきか
どうかについてとくに発言していなかったか
らである。
　日本側から延長問題がでたとき，むしろ否
定的な見解がアメリカ政府筋から流された。
消費者に犠牲をしいた輸入抑制のもとで，自
動車産業がその活性化と競争力強化に全力を
っくすべきときに，上級管理層の報酬が大幅
に引きあげられたということで，これ以上の
自主規制の継続延長に疑念がもたれたからで
ある。
（7）
　しかし，大統領選挙が近づくにっれて，そ
うした否定的な見解もしだいに影がうすくな
ってしまい，日本が自主規制するというので
あれば，別にとめはしないという感じの表現
に調子がおちてしまい，いつの間にか，そう
した声もなくなってしまった。
　日本側においても，政府，業界，政党など
関係領域にかなりの波紋が広がったが，こち
らも大統領選挙以前にこの自主規制問題をあ
まり深刻に論議するのはいかがなものか，と
いう雰囲気のなかで，波紋もいつの間にか吸
収されてしまった。　　　　’
　しかし，この日本の自動車輸出の自主規制
の延長悶題は別に消えたわけではない。むし
ろ延長の方向にむかってしっかりと生きつづ
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けている。もし日本の輸出自主規制がさらに
つぎつぎと延長していくことになれば，それ
は1つの問題を暗示することになるかもしれ
ない。それは，両国間における自動車貿易の
あり方が，結局において変化したことになら
ないのか，という問題である。
　さきに，繊維と鉄鋼の輸出自主規制問題に
言及したときに述べたように，この2つの産
業については，アメリカ市場はもはや本来の
由貿易市場ではなくなり，協定や制度を通じ
て枠をはめられた自由貿易，つまり「枠付き
の自由貿易」となっている。たしかにこれは
「オールド・インダストリー」が外国の「ヤ
ング・インダストリー」と国内市場で競争せ
ざるをえないときにおきる1っの態様であ
る。結果としては，カルテルによる価格支持
と同じことになるとしても，その当該産業の
存続のためにはやむをえないとされるもので
ある。
　貿易政策というのは，自由貿易で問題がな
ければとくに余計なことをしなくてもよく，
自由貿易では具合がわるいときに貿易政策が
登場してくるというのが現実である。相手国
の輸出自主規制というやり方で輸入抑制をは
かるのは，関税・非関税障壁・輸入割当によ
る輸入抑制と同じことであり，いわゆる「巧
緻な」貿易政策である。
　このやり方がとられる場合，「オールド・
インダストリー」が「ヤング・インダストリ
ー」になることが前提とされる。いうまでも
なく，それは産業調整である。つまり輸出自
主規制がおこなわれている間に，産業調整を
はかり，産業を活性化させ，若返らせること
が前提とされる。
　しかし，それは口でいうほど簡単なことで
はない。各種管理技術を含む広義の技術開
発，技術導入，労働力の高度化，新技術を体
現した設備投資など多くのことが必要であ
る。輸出自主規制が，しばしば延長の繰返し
や，秩序維持のための協定締結ということに
世界経済の停滞と自由貿易体制（渡部）
なり易い理由の一端はここにある。自動車に
ついては，アメリカの自動車産業の積極的投
資拡大や日本の自動車メーカーのアメリカへ
の工場進出，それによる技術移転などもあ
り，繊維や鉄鋼とは異なる方向に進んでいる
ともみられる。しかし，それが本物であるた
めには「枠付きの自由貿易」から，枠のない
自由貿易のもとで自動車貿易がおこなわれる
必要がある。
（8）
　貿易政策には経済合理性とはかならずしも
両立しにくい宿命的な要素がある。それは政
治とのからみ合いである。一般的にいって，
消費者はいろいろな物やサービスを購入して
生活するので，自動車というある特定の生産
物の価格が上昇しても，それの引下げを旗印
に結集し，1っの政治的プレッシャー・グル
ープを形成することはない。
　それにたいして，特定の生産物についての
保護的措置の場合には逆である。アメリカの
自動車産業が輸入に対する保護的措置（輸入
抑制）を求めるときには労働組合とともに強
力な政治的プレッシャー・グループを形成す
ることになる。消費者の利害を代表するプレ
ッシャー・グループはなかなか形成されない
が，生産者の利害を代表するプレッシャー・
グループは容易に形成される。
　議会はこうした政治的プレッシャー・グル
ープには弱い。議員はつねに選挙で当選する
ことを願うから，デトロイトなど自動車産業
が集積している地域の議員がこのプレッシャ
ーを無視することはありえない。保護的措置
を求める産業は往々にして「オールド・イン
ダストリー」であるから，貿易政策は宿命的
に政治とからみあうことになる。そこヘマス
・コミがからむので，事態の「深刻」さが一
般的に知れわたり，政治は，ますますそのか
らみを深めざるをえなくなる。
　レーガン政権は政府介入を嫌い，自由市場
のメカニズムを尊重することを原則としてい
るが，選挙がからんでくると，やはりプレッ
シャー・グループの存在を無視することはで
きない。それはレーガン再選後の政策の自由
度を規制する要因となることは，これまでの
歴代の大統領のケースにおいて多かれ少なか
れ観察されたところである。
　これまでの考察から推論するとき，アメリ
カとの自動車貿易が，日本の輸出自主規制の
実施前の状態に戻る確率は，それほど大きい
ようには思われない。しかし，現在のような
状況のもとでは，自由貿易をさけることは，
アメリカ自動車産業の活性化にとって決して
プラスとはならないであろう。　「枠付き」な
がら，枠の広くなった自由貿易ぐらいは実現
すべきものと思われる。
3．　自由貿易にとって不利な諸現象
（1）
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　すでに初めに述べたごとく，世界経済は経
済の長期的停滞から抜けだしつつあるかにみ
えるが，なおその進行は破行的であり，全体
としては不安定な回復である。これまでの長
期的な停滞のなかで，世界経済は貿易摩擦の
激化，保護主義的な政策指向の著しい増大，
債務累積問題の深刻化，為替レートの不安定
と調整機能の喪失など多くの問題を抱え，そ
れらは国際社会における作用・反作用のプロ
セスをへて現在の国際貿易体制と，国際通貨
体制に強い影響をあたえている。現状のまま
では現在の体制を支えていくことが難しく，
体制の見直し問題は，ますます大きい関心事
となってきた注1）。
　ここでは貿易と通貨の密接な結びつきをふ
注1）　境際政策・境際行政研究会（大蔵省）のr報告
　書』は経済摩擦の激化を中心に広範な視野から，
　これらの問題を扱っている。こうした文化，社
　会，政治，技術，文明史などをふまえた論議は，
　これらの問題をより深く把握し，対策をみいだす
　ためには必要なことであろう。ただし，ここでの
　考察は経済領域に限定される。
まえながら｝とくに自宙貿易を基礎とする国
際貿易体制に焦点をおきptこの体制をめぐる
諸問題を考察しtrさらに，それらの問題が国
際通貨における諸問題といかに深く係わって
いるか，｝に言及しながら，今後における国際
貿易体制の改革をめぐる論議に資することに
したい。
（2）．
　自動車輸出の自主規制の延長問題に典型的
に示されているように，官主規制は関係両国
の自動車産業による国際カルテルの形成と類
似した側面をもっている。消費者は高い価格
を支払うごとによって自動車産業への所得を
再発配をしいられる形にならている。もしそ
うだとすれば，こうした一般的風潮は自由貿
易体制の維持の視点からきわめて問題とな
る。
　こうした視点から，近時点までの動きをふ
りかえってみよう。
　（1）、アメリヵ・西ヨrrロッパ諸国，日本
などの先進国における各種の貿易摩擦は，最
近ますます激しくなり，それらの地域におけ
i6保護主義の風潮は著しく高まっ．てきた。摩
擦の度合を高めたもっとも大きい要因の1っ
は，世界経済，とくに先進工業国経済の母期
停滞であった。
　各国の産業（とくに第1次，第2次産業）
部門の多くは沈滞し，失業は戦後最大の水準
となった。国際市場における激しい輸出競争
のなかで，外国から輸入増大により各国の主
力産業のいくつかは大きい打撃をうけた。そ
れは各国において長い歴史をもついくつかの
産業にとくに厳しいものであっte。そのた
め，輸出相手国の自主規制や当該国の輸入制
限的措置を求める豫力球政治的圧力炉っくり
だざ粒たb
　ζ2）　こうした状況のも≧で生じ：る2国間
のあるい憾総体的な，’貿易収支・・経常収支の
赤字増大ほ，その政治的圧力を当該産業レベ
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ルから国民経済レベルへと拡大させ，冷静な
判断を困難にするほど感情的摩擦を増幅させ
る役割を演じた。
　貿易収支・経常収支の赤字累積は，輸出相
手国に輸入増加を求める圧力を生みだ：した。
輸入増大を妨げているとみなされた相手国の
各種の制度・慣習は，非関税障壁どして非難
の対象となり，摩榛のボルテージを高めた。’
相手国における貿易に関連した制度・慣習の
なかには，社会的・文化的・歴史的要素に基
づくものなど，通常の意味での非関税障壁と
は婆とめがたいものがあるが，市場開放要求
の奔流はそれをも摩擦の渦のなかに巻き込ん
でしまった。
　（3）　当然のごとく，輸出自主規制や市場
開放要求と輸出制限措置など一連の政策思考
倣相互主義に結びつく。
・部分品の現地調達を輸出国へ強制する“n
　一カル・コンテント’・ルール”の適用の試
　み，
・サー・ビス貿易の拡大を求めて，制度や慣習
　の変更を求める主張，
・相手国公共部門（政府部門）の製品やサー
　ビス調達への外国企業の参加要求，
・姻産品（サービスを含む）の優先使用の実
　行
など，「いずれも強い相互主義の考え方でその
背後はつらぬかれている。
　〈4）農産物貿易は先進各国の伝統的な
、（かっ，かならずしも経済的合理性をもっと
はいえない）農業保護政策によってさらに厄
介な摩擦を生みだした。
　農業補助・助成政策や農業物輸入割当政策
は不公正貿易と結びつけられ，一方では相手
函にたいする市場開放要求となり，他方では
輸入制限正当化の主張となる。強力な政治的
圧カグループの存在とあいまって，先進国間
における農産物貿易摩擦はきわめて激しいも
のとなった。
　て5）「”保護政策・産業政策をめぐる摩擦
世界経済の停滞と自由貿易体制（渡部）
は，農業以外の産業にも生じた。工業にたい
する産業政策や，それにからまる財政金融政
策（優遇税制，低利融資など）についても，
それらが不公正貿易につらなると主張される
ところまで進んでいった。
　競争力を失ってきた停滞的な産業の活性化
あるいは転換のための助成策，より競争力の
ある産業確立のための産業政策は，それ自体
一時的な輸入の抑制をともない易い。
　その点に関していえば，たしかに自由貿易
の枠からはずれてしまうが，積極的な調整を
おこなうには避けたがい暫定措置であること
は否定しえない。しかしながら，事態が深刻
になると，話はそのようにすっきりとはいか
なくなってしまう。なぜなら，保護主義的思
考が各国において増大してくるからである。
　もちろん，技術開発は産業政策の核心的位
置をしめるため，技術開発への助成のあり方
もまた同じようにして摩擦の火種となった。
この場合は，既存の停滞的産業とは異なb；
新しいフロンティアの進出競争における競争
条件の“平等化”をめぐる摩擦である。それ
は完成した生産物の自由貿易体制の論議のな
かにすっかり腰を据えてしまった火種であ
る。
　（6）　こうして摩擦は当該品目の輸出の自
主規制から，市場開放にからんだ相手国の制
度，慣習へ広がり，相互主義の思考に彩られ
ながら，産業助成政策，産業補助金政策を含
む産業政策におよび，ときには摩擦は当事国
の社会的構造や文化的背景にまで拡大した。
しかし，それはまた，誤解の拡大にっながる
ものであった。
（3）
　先進工業国を中心とした長期経済停滞と摩
擦および保護主義的傾向との結びっきは確実
であるが，．貿易摩擦ば決して経済停滞のもと
においてのみ発生する一時的現象ではない6・
各国産業の破行的発展と生産性の破行的変化
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は，国際競争力の輻湊した変動をひきお、こ
す。したがっていずれにせよ摩擦はおきる。
ただ1950年代・60年代のごとき成長期であ6
たならば現在ほどには摩擦が激しいものには
ならなかったかもしれない。
　摩擦緩和のための話し合いは，おおむね自
由貿易を抑制する役割を果たし，その範囲は
しだいに拡大してきた。各国は少しずつ，自
由貿易に抑制措置を加え，自由貿易体制を蚕
食してきたのである。
　開発途上国のなかの新興工業国は，その輸
出競争産業の確立とともに，先進国との間で
摩擦の種を潜在的にも顕在的にも増加させ
た。これらの国の多くは，先進国市場では特
恵的措置をうけ，他方，自国の国内市場につ
いては保護をつづけてきた。
　また1次産品の一部や石油などは自由貿易
の枠外にあり，とくに後者はそうである。国
際自由取引市場における一次産品の価格の下
落低迷は，開発途上国の輸出収入を悪化さ
せ，経常収支の赤字を拡大させた。それらの
国は一次産品価格の“妥当な水準”での安定
を求めているが，それは国際的な市場管理を
意味する。
　各種の2国間あるいは多国間協定による自
由貿易抑制への流れ，単独でとられる輸出拡
大措置や輸入抑制措置の流れは，保護主義拡
大の抑止の合意や部分的な非関税障壁の廃
止，あるいは関税引き下げの促進などにもか
かわらず，押しとどめるにはかなりの国際的
努力が必要な状況にある。
　開発途上国と社会主義圏と先進工業国の経
済的結びつきの深まりは，運輸，交通，通信
手段の飛躍的な進歩と関連し，また各国にお
ける経済の発展・成長が製品）・食糧，エネル
ギー資源などの貿易の必要性を増大させたこ
とと関連する。この貿易関係の深化は，資本
取引め増大による債権債務関係の深化をもた
らした。’
　これら地域間の経済的関連は過去30年ほど
の間に大きく拡大したが，この経済的関係の
深まりはGATTの枠組みへの社会主義圏の
参加を拡大した。他方，政治と経済のリンケ
ージも深まっていることから，これら地域間
の政治的安定は自由貿易体制の視点からきわ
めて重要である。
（4）
　変動相場制が期待されたごとく貿易収支あ
るいは経済収支の不均衡を調整できず，国内
の雇用政策へのフリー・ハンドを政府に保証
できなかったことは，摩擦の拡大を促進する
ことになった。それでも為替レートが貿易収
支あるいは経常収支の不均衡の拡大に対応し
て変動する限りは，ある程度はその不均衡の
調整機能を期待することができた。しかし，
現状における問題は，為替レートがそのよう
な意味での調整的機能を果たしていないこと
である。
　貿易・経常収支の赤字国であるアメリカ・
ドルの独歩高はそのことを明示している。
　為替レートは貿易・経常収支の動向よりは
むしろ資本取引の動向によって強く影響され
ている。前者の影響ルートではタイム・ラグ
が長いが，後者の影響ルートではそれが短い
ことと，各国の金融市場のつながりが緊密な
ことによるものである。とくに証券取引を主
体とする資本取引においては，その需給は株
式の需給に似た動きを示し，オーバー・シュ
ーティング（過剰調整）やバンド・ワゴン現
象（現実の経済情勢から遊離した自己増殖的
とみられる為替レートの一方的な変動）がお
きやすい。1970年代末から外国為替市場はこ
の資本取引の影響を強くうけるようになった
が，それは80年代にはいって加速され，為替
レートは資本取引の影響を強く受けるように
なった。
　国際貿易の視点からみてドルの過大評価と
みられる現象が続いてきたのは，アメリカの
高金利が資本流入を招いたからであり，それ
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に国際金融不安の懸念と国際政治状況がっけ
加わったからといえる。
　アメリカの高金利は，最近すこしばかり下
落をみせてきたが，ついさきの秋口には標準
金利（プライム・レート）は13％もしていた
（『東京銀行月報』の9月号による）。1984年
末に近づいて11％台にきたが，依然として高
い。このアメリカの高金利は他の諸国の金利
の引き下げを妨げ，それが先進工業国の長期
的経済停滞からの脱却を阻害してきたが，そ
の高金利は為替レートの貿易・経常収支不均
衡の調整機能を失わせてきた。収支の赤字に
もかかわらず，ドル高を誘発し，財・サービ
ス輸出を抑制し，その輸入を刺激してきた。
そして，それは先進工業国間の摩擦の拡大要
因となった。
　アメリカの通貨供給掬制と高金利は石油シ
ョックにより加速されたインフレーションの
抑制政策に基づくものである。先進工業国は
いずれもインフレーション抑制のための通貨
供給の抑制的管理を強化したが，とくにアメ
リカとイギリスはインフレーションが沈静化
コースを辿った後も事実上それを続けてき
た。
　とくにアメリカにおいては，長期経済停滞
によって加速された財政赤字の増大は，イン
フレーション再燃とクラウディング・アゥト
の懸念を増加させ，高金利の支持要因とな
り，財政赤字の国際的側面における悪影響は
明らかになった。
（5）
　先進工業国経済の長期停滞により1次産品
や石油の需要は低下したため，世界貿易量は
伸びなやみそれらの価格は低落した。これは
開発途上国の経常収支を悪化させることによ
って，開発途上国経済の苦境は増幅された。
　もちろん，総体として石油市況の軟化は国
際経済によい効果をもたらした。しかし，石
油供給国のなかにはメキシコのごとく経済的
世界経済の停滞と自由貿易体制（渡部）
苦境におち入り，国際金融不安の原因となる
国もあらわれた。これは国際経済の相互依存
のメカニズムがいかに厳しいかを示してい
る。
　長期経済停滞のなかで開発途上国の対外債
務は増大し，国際金融面においては危機的状
況が出現したが，それはこの問題にたいする
短期的対応策の必要性を高めた注2）。
　自由貿易維持の問題はこの国際金融面の危
機的状況と密接に結びっいている。この問題
はすでに為替レートの激しい変動によって悪
影響をうけている。貿易と金融の間のこのリ
ンケージは，国際自由貿易体制をめぐる問題
と国際通貨体制とが切り離し難い関係にある
ことを明示している。
　債務累積問題への対応は国際通貨機関の役
割の増大をもたらし，為替レートの不安定性
および為替レートと経常収支動向との関係の
稀薄化は変動相場制への国際的介入への関心
を高めることになった。
4．　自由貿易体制の維持の
　　　　　　　　　ための政策的視点
（1）
　これまで詳しく考察したごとく，保護主義
的風潮の高まり，債務累積の進行，為替レー
トの調整機能の不調という状況のもとでは，
貿易と通貨にかかわる諸問題への対応は，関
係国間の一時しのぎの協議と対策の域にとど
まることが許されないことは明らかである。
制度化された方向で事態を改善するため，国
際貿易体制と国際通貨体制の現状を綜合的な
視点から見直すことが必要である。それは自
由貿易の根底を支える国際自由市場体制の存
注2）　開発途上国の対外収支の悪化の継続が債務累積
　問題をうみだしているが，今後ともその対外収支
　の改善はかなり苦しいとみられている。WorId
　Bank，　Economic　1）evelopment　RePortの1984
　年版の今後10年の予測によると，最悪の場合，そ
　の経常収支の赤字は1983年の5600億ドルから1995
　’年の1095億ドルに達するという。
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在にかかわるものだからである。この点に関
する論点を以下に示すことにする注3）。
　（1）　これまでの経験は，先進工業国の経
済停滞の長期化が，単に先進工業国間の貿易
・経済摩擦を激化させ，保護主義を促進する
ばかりでなく開発途上国経済を悪化させ，そ
れが自由貿易を核とする国際貿易体制に亀裂
を生じさせることを示した。他方，それは開
発途上国の債務累積の増大を招き，金融上の
混乱をとおして先進工業国経済に不測の悪化
をもたらし，自由貿易体制を崩す危険を高め
ることを示した。
　国際経済における各国経済の相互依存の絆
はすでに述べた理由から，ますます強まって
いる。したがって，各国の経済政策のもつ国
際的リパーカッション（波及効果）が著しく
増大している現状を認識することは，国際貿
易体制の見直しをするにあたっての前提条件
である。
　各国の経済力の蓄積過程で生じる競争力の
産業別，国別の変化が貿易摩擦の基底にある
ことの認識の必要性は増大しており，また，
産業の国際的調整は自由市場のルールに則す
という前提の上で，貿易政策から国内産業政
策や関連する財政金融政策などの位置づけの
重要性もまた増大している。
　農業生産にっいては基本的視点における合
意が必要である。農産物貿易の枠（GATT）
が存在するにもかかわらず，先進国において
も保護政策がかなり問題となっている領域で
ある。それは国によって農業の位置づけが異
なるが，それぞれに“特別な事情”があるた
あ，多かれ少なかれ保護政策を容認する傾向
があるからである。一部にはその特殊性の強
調から，農産物貿易を自由貿易の枠外におく
べきだという見解さえみられる。
注3）　日米諮問委員会はさき頃，そのr報告書」を両
　国政府に提出したが，これは日本とアメリカの間
　の諸問題について適切な提案をおこなっている
　が，国際自由貿易体制維持の視点からもすぐれた
　内容となっている。
　しかし，農業生産といえども，’効率性や国
民的厚生の増大との関連を無視することは許
されないところであり，そうした点をふまえ
た上で，　“産業としての農業”政策，農産物
の保護貿易政策の中期的視野にたった検討
を，国際貿易体制の視点からおこなうべきで
ある。それと同時に，当面，これ以上の保護
措置の拡大を防止する必要がある。
　競争力を失ってきた停滞産業o場合，とく
に保護主義的措置が現実化される傾向があ
る。そのような産業の再活性化が果たされる
か，あるいは他の有力な生産分野への転換が
実現される必要がある。先進工業国はこの点
について，自由貿易の原則と基本的には矛盾
しない貿易政策や産業政策の条件を検討する
ことが必要である。
　これらの産業の場合は，再活性化をはかる
にしても，転換をはかるにしても何らかの程
度の保護や助成が必要な場合もある。このよ
うな状況に対応し，各国が特定産業の保護や
助成をおこなう場合のルールを確立すること
が必要である。
　もちろん，ルールの確立にあたっては，先
進工業国のみならず，新興工業国を含んだグ
ロー一バルな視点に立っことが必要である。新
興工業国の多くはその国内市場を保護してい
るが，それは国内の幼稚産業保護政策による
ものである。しかし，競争力が増大したある
段階において，そうした保護政策は除去され
ることが必要である。このいわゆる“卒業問
題”にかかわるルールは，「南北貿易の拡大」
という視野のなかで取り扱われるべきであろ
う。
　今後，新たに開発される技術領域について
は，国によりその政策は異なっている。それ
ぞれの国における社会的環境，経済的状況，
関連する諸制度・慣習などにより政策のあり
方は影響される。したがって，それら技術開
発にたいする保護，助成についで1ま，国別相
違を充分に認識した上で，許容される保護，
1・6
助成の限界について合意が形成されなければ
ならない。
　とくに先端的な技術分野は激しい競争を続
けている領域であり，そこでの優劣は関連産
業のあり方に深刻な利害をもち，技術開発政
策のあり方についてのルールを求める声が高
まってきたが，前段に述べた事情に充分な配
慮を加えながら，ルール問題を検討すること
が必要である。そのさい，国際的共同開発も
そこに含められるべきであろう。
　これに関連して開発途上国を含む諸国間で
の技術移転問題があるが，この問題は先進工
業国間のケースも含めて，本質的には民間企
業の正常な企業活動の1っとして認識してお
くのが原則である。
（2）
　サービス貿易については基本的視点の合意
が必要である。いずれの国においても，サー
ビスの生産・取引にはそれぞれの国の法制，
慣行，制度などが多面的に関与しており，そ
れら諸要因は歴史的，文化的土壌に深く根ざ
している。したがって，サービス貿易を自由
貿易の枠内に組みこんでいく場合，それら諸
要因をすべて各国共通のものにおきかえるこ
とは困難である。まずそのことの認識が重要
である。
　しかし，それら諸要因が大幅に相違すると
き，それは事実上，自由貿易を制限すること
に等しい結果となる。したがって，解消可能
な相違と解消不可能な相違とを選別し，可能
なものについては，法制，慣行，制度の共通
化をはかることが必要である。それにより，
内国民待遇とは異なった次元のサービス貿易
の自由化が可能になる。そうした方向を指向
しながらサービス貿易の国際ルールを創出す
る必要がある。
　さらにまた，サービス貿易にはしばしば対
外投資や労働力の移動が付随する。したがっ
て，その点についても，一定のルールが必要
世界経済の停滞と自由貿易体制（渡部）
となるであろう。関連する対外投資や労働力
の移動が強い制約をうけるとき，サービス貿
易もまた制約されることになるからである。
　開発途上国は資源保有状況や開発状況に応
じて多彩である。したがって，自由貿易との
かかわり合いもそれに応じて異ならざるをえ
ないが，工業化の過程にあって一方では国内
産業の保護育成がはかられ，他方では先進工
業国への工業品や原材料の輸出拡大が求めら
れている。
　工業品については先進工業国の市場開放や
貿易への優遇措置，原材料にっいては輸出価
格と貿易量の安定が求められている。また，
進出企業の現地部品調達の義務づけ，生産物
の一定比率の輸出義務づけや部分的な輸入規
制など，開発途上国においてとられている措
置や要請は多い。いずれも先進工業国の利害
にからむ問題であると同時に，国際貿易体制
のあり方にも大きい影響をあたえるものであ
る。
　幼稚産業育成や産業転換問題にからんだ一
時的な輸入規制問題は，先進工業国でも問題
になっており，また特定の輸入品に対するロ
ーカル・コンテント・ルールの適用問題な
ど，先進工業国の貿易についても国際貿易体
制のあり方に影響をあたえる類似現象が生じ
ている。
　これらの問題をどのように扱うかは，関係
諸国の利害の錯綜するところであるが，しか
し，国際自由貿易体制の枠内で対処しうるよ
うに，受け入れ可能な現実的なルールの確立
が必要である。
（3）
　国際自由貿易体制問題と深く関連するため
に検討されなければならない通貨面における
問題が，すくなくとも2つある。1つは為替
レートであり，もう1つは開発途上国の債務
累積である。
　安定的な為替レートの存在は貿易の自由な
流れを確保するために必要である。為替レー
トはまた，貿易上の不均衡を調整しうるよう
に動くこともまた必要である。しかし，現実
には為替レートの動きは激しく，また為替レ
ートは貿易上の不均衡を調整するようには必
ずしも動いていない。また，債務累積の進行
により，元利支払い不能という事態出現の可
能性が高まり，それが強い圧力となって，為
替レートの動きにも影響をあたえている。
　これらの問題は，世界経済における実物・
金融双方における経済諸要因間のバランスな
しには，望ましい方向への動きを期待するこ
とは本質的に不可能であるが，当面，主要先
進国通貨の安定のため，関係国が市場への協
調的介入の必要性について合意する必要があ
る。また，基本的には関係各国間におけるイ
ンフレーションと経済活動水準のバランスを
確保しうるような財政・金融政策の協調が必
要である。それがなければ国際貿易体制は摩
擦の渦のなかで自由貿易の方向を見失う恐れ
がある。
　これら通貨をめぐる論議において重要なこ
とは，それがどのような方法を結論として導
き出すにせよ，自由市場体制の精神と抵触す
る方向であってはならないことである。
　〔引用文献〕
1．　r日米諮問委員会報告』日米諮問委員会，
　1984年9月。
2．　『経済摩擦と日本の対応』境際政策・境際行
　政研究会，日本関税協会刊，1982年6月。
????OECD，　Economic　Outlook，該当年次。
総理府，『日本統計月報』，同上。
東京銀行，『東京銀行月報』，同上。
World　Bank，　Economic　DeveloPment
RePort，同上。
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〔追記〕
　この論文の原稿提出から現在にいたるまで
の間に，アメリカ経済の先行きに関する論議
に変化が生じてきた。アメリカの景気につい
てこれまでは悲観的な見方はあまりなかった
が，1984年の終りに近づくにつれて悲観的な
見通しを述べる人たちが目につくようになっ
てきた。それはつぎつぎと公表されてきた経
済活動状況に関するデータが，景気の拡大を
におわせるよりは，むしろ縮小をにおわせる
ものであるからである。ここで，それについ
て付言しておきたい。世界経済の停滞はかな
りの程度までアメリカ経済の動向に左右され
るとみられるからであり，それはまた，本文
において述べたように，貿易摩擦問題の燃焼
の度合いと関連しているからである。
　経済指標におけるかげりとみられるものを
いくつかあげてみると，その第一は工業生産
あり，9月頃から下降している。第2は耐久
財需要が同じく9月から急落している。第3
は住宅着工の下落がはっきりと看取され，第
4に失業率が同じく9月頃より上昇に転じ
た。経済成長率の実質値は第3．4半期には
予想以上に停落して1．9％となった。第5に
小売業の伸び率も下落しt。つまり，1984年
第3．4半期から主要データは経済活動のか
げりをはっきりと示している。
　従来どおりの楽観論はなお支配的ではある
が，悲観論が少数派ながらしだいに力を得て
きつつある。楽観論はこれらの経済指標にお
ける動きはすべて一時的現象であり，1984年
半ばまでのたくましい活動をおさえることで
1985年からの経済成長を確実なものにする，
という立場にたっている。他方，悲観論は耐
久財需要を重視し，この低下はアメリカ経済
の成長下落を裏付けるものとし，経済成長率
のより一層の下落は必然的との立場にたつ。
　これまではアメリカの金利が下落しつつあ
るので，この金利の下落がどこまで進行する
かが，楽観論と悲観論の消長に影響するとみ
られている。そのことは，アメリカの通貨当
局の通貨供給政策とアメリカ政府の財政赤字
への対応策によって事態が左右される可能性
が大きいことを示している。
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